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はじめに
　雇用に係わる労働問題は、変化する環境に雇用システムがどう対応すべきか、
という点で重要な基本論点であり続ける。同様に、労働市場を取り巻く環境が
変化する状況において望ましい就業形態も、考察し続けなければならない論点
である。
　これらの論点に関して、1 時点の就業形態だけではなく、ライフコースにわ
たる就業形態の変化に着目した代表的な研究者が、ギュンター・シュミットで
ある。
　世界的な傾向であるグローバリゼーション・個人化・トランスナショナリゼー
ションという 3 つのメガトレンドおよび欧州雇用戦略の経験から柔軟性と保
障性の結合である「フレキシキュリティ」という知見を得たシュミットは、移
動的労働市場（Transitional labour markets）論を提唱した1。シュミットは
まず、ロード・ベヴァリッジによる「完全雇用」の概念の再定義を試みる。そ
れから、積極的労働市場政策の刷新として移動的労働市場を提唱した。これら
の考察から、シュミットは、ヨーロッパにおける完全雇用の条件は何かを分析
した。
　そこで、本論文では、シュミットによる移動的労働市場論の成果に基づいて、
社会の変化に対して、「完全雇用」に求められる要素がどのように変化したか
1 フレキシキュリティに関しては、若森（2013）の第 9-11 章を参照。
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を考察の対象とする2。あわせて、完全雇用の実現に向けて、制度に求められ
る要素は何かについてもみる。具体的には、第 1 節で、シュミットが完全雇用
の概念をどのように再定義したのかについて整序する。第 2 節では、労働市
場に影響する 3 つのメガトレンドにどのような傾向があるのかをみる。そして、
第 3 節では、シュミットが提唱する移動的労働市場がどのような性質を持つ
のかについて考察する。最後の第 4 節では、分析で得られた知見を基にして、
完全雇用の概念の進化およびその概念を実質的なものにできる制度のあり方に
ついて分析する。
I ．完全雇用に関する概念の進化
1．ベヴァリッジによる完全雇用の定義およびポスト・ベヴァリッジ時代の議論
　完全雇用の定義について、シュミットは、ロード・ベヴァリッジによる定義
を検証することから始める。ベヴァリッジによれば、完全雇用の意味は、「失
業者がかつての職もしくは能力内の新たな仕事ですぐに求められる」ことであ
る。また、完全雇用による究極の目的は怠惰からの解放にあり、それ故に労働
市場は、全ての望む人々が生産的かつ価値ある雇用への参加が可能になるよう
な方法で組織化されねばならない、と捉えられる。このとき、求められないこ
とが、貧しいことよりも悪いとされる。ここから明らかになるのは、完全雇用
には、完全雇用と社会的統合もしくは社会的包摂との間に明確な関連があるこ
とである。つまり、ベヴァリッジは、完全雇用に必要不可欠な要素として、生
産的な労働への積極的な参加もしくは、包摂および集団アイデンティティにお
いて認識された一部であることを受け入れたことになる。
　そして、ベヴァリッジは、完全雇用の水準として 3％の失業率を設定した。
なぜならば、摩擦的な失業の存在を想定したからである。他の理由として、す
べての人に仕事があるなら協力する準備はより大きくなること、進歩への抵抗
はより小さいこと、労働の不足が技術革新をもたらすことがあげられる。
2 シュミットによる完全雇用の再定義および移動的労働市場については、主として
Schmid, G.（2008）の第 1 章および第 8 章に依拠する。
84
G. シュミットにおける移動的労働市場論の枠組み
　上述したベヴァリッジによる完全雇用の定義に対して、シュミットは、進歩
的であり、その目的である怠惰からの解放が強調されることも、最も重要では
ないとしても、現代の雇用政策に関する指針として依然として重要だと評価す
る。しかしながら、ベヴァリッジの前提に関してはについては時代遅れと批判
する。その前提とは、稼得者が完全雇用の唯一の対象者でなければならないと
いう前提である。具体的に言えば、ベヴァリッジにとっての失業の原因は、有
効需要の欠如、産業の変化、そして移転ニーズの確保という単純なものであり、
それに対応する政策も簡素である。有効需要の欠如は、公共支出および流動
性のインセンティブ、もしくは企業の立地政策全体の制御によって補完された。
要するに、仕事を人々に提供することが強調された。
　しかし、経済および社会が根本的に変化した結果、長期間にわたる失業の原
因は一層複雑になり、ベヴァリッジの好む政策が効果的でないだけでなく、政
治的に実行不可能ないし不十分であることがわかってきた。それ故に、ポスト・
ベヴァリッジ時代に向けて、ベヴァリッジの分析および主張された行動方針の
双方が更新されなければならなくなった。ここで重要になるのは、繁栄を生み
出す仕事と社会が導入を望む社会的保護との関係をどう捉えるかである。この
関係に関する既存案は、普遍的なベーシックインカムおよび仕事への補助金と
の間にあると考えられる。それぞれに関して、シュミットは以下のようにその
特徴を整理する。
　普遍的なベーシックインカムに基づく改革の基本的な特徴である中核となる
公的介入では、境遇もしくは労働の努力に係わらず最低限の収入が皆に渡され
る。これは、労働と収入が分離されることによって、市民権および真の自由の
普及を促進するべきという考えに基づく。ここで焦点になるのは、非利益志向
の生活様式が発展することである。この場合、課税から資金供給されたベーシッ
クインカムが福祉給付および労働市場規制の代わりになり、個人的かつ平等主
義的なアプローチは、女性およびパートタイマーの利益に強く関わる。
　これと対照をなすのが、低熟練かつフルタイムで働く仕事に助成することに
よって、全てのフルタイム労働者の賃金を中位の賃金水準に近付けるというア
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プローチである。このアプローチでは、伝統的な稼得者に重点が置かれ、パー
トタイマーが意図的に排除される。この社会的賃金の主な目的は、労働と社会
的保護の結びつきを再び強めることであり、福祉市場シェアの縮小が期待され
る。このアプローチは、企業で雇用が維持されるフルタイム労働者間の賃金格
差を縮小する。ここで重要になるのは、収入保護によって人々を仕事に向かわ
せる方策によって、貧困から脱出することである。
　上述した二つのアプローチが提案するのは、賃労働と社会的保護の間の全面
的な分離と両者間の関係の強化となり、正反対からのものである。しかしなが
ら、それらのいずれにも欠点がある。まず、ベーシックインカムの場合、豊か
な人間関係、非営利的なイニシアティブおよび利他的な行動の発達が望まれる。
それ故に、低効率、低い保護およびいくつかの集団の低賃金を導き、異なる潜
在可能性ないし能力を持つ人々の間の連帯を弱体化させる懸念が残る。これに
対して、雇用補助の目的は、低生産性の労働者に対して積極的に助成すること
で、相対的に高賃金の経済を築くことにある。しかし、結果として、フルタイ
ムで働かない労働者が意図的に排除され、貧困およびジェンダー間の緊張関係
を生み出しうる。いずれの場合であっても、社会的統合の達成は妨げられるか
もしれず、社会における不平等および分断は悪化するかもしれない。
2 ．シュミットによる完全雇用の再定義
　シュミットは、ベヴァリッジの精神に続くこと、およびイエスタ・レーンの
ような社会の改革者への貢献を展開し続けることを提案する。具体的には、ベ
ヴァリッジが強調したにも係わらず、多くの研究が軽視した点である、完全雇
用の持つ社会参加的な局面に分析の留意を向けた。その目的は、現代の労働市
場におけるダイナミクスの理解、ならびに社会的排除とも呼ばれる構造的失
業ならびにそれに伴う怠惰を抑えることが可能な制度的な解決策の展開である。
ベヴァリッジによる社会的排除とは、単なる常勤雇用の欠如および失業給付の
ような社会的権原からの排除だけでなく、長期にわたるキャリア形成が見込め
ないことや就業可能性を確保するために必要な資源にアクセスできないこと、
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そして就業可能性に関する保証の欠如のために社会生活のあらゆる局面で全面
的に参加できないことを意味する。つまり、社会的排除が意味するのは、必要
とされず、その人自身の生産能力を使うことができないことである。この用語
は、選択的な差別ないし文化的な追放者のように狭く理解してはならず、むし
ろ、労働市場における個人的な主体として全面的に参加するための能力を弱体
化させる機会の不平等に向かう普遍的な傾向を意味するものとして、幅広く理
解されなければならない。
　まとめると、シュミットの定義では、ベヴァリッジにおける完全雇用の対象
範囲が、就業者だけでなくある時点で就業していない人々までへの拡大が図ら
れる。この背景にあるのは、メガトレンドによって労働市場と他の社会システ
ムの間における境界の不鮮明さが増大した結果、労働市場自体が変化したとい
う認識である。この認識をもたらす 3 つのメガトレンド―グローバリゼーショ
ン、個人化、トランスナショナリゼーション―の性質については、次節でみる。
その上で、これらのメガトレンドが、雇用システムにどのような影響を与える
のかについて考察する。
Ⅱ．雇用システムに係わるメガトレンド
　本節の考察対象であるグローバリゼーション・個人化・トランスナショナリ
ゼーションという、3 つのメガトレンドに関して、シュミットは、グローバリ
ゼーションの傾向からみる3。
1．グローバリゼーション
　新たなグローバリゼーションの顕著な特徴は、国家レベルをはるかに超える
制度構造の発展にある、とシュミットは指摘する。統合および相互依存による
影響は、経済システムおよび金融システムだけでなく、科学、技術、空間およ
び物流面でも増大した。
3 グローバリゼーションの歴史的過程に関しては、前掲書の 9-10 ページを参照。
87
千葉大学　公共研究　第 11 巻第１号（2015 年３月）
　その原動力となったのは、大量モータリゼーションならびに輸送革命に続く
情報通信技術のデジタル革命である。これによって、要素移動における壁が再
び突破された。この評価にとりわけ当てはまるのが情報であり、地球上のどこ
においてもリアルタイムで情報が利用可能になることを意味する。情報通信技
術が労働移動性ないし移住とある程度機能的に等価的であるという、労働市場
にとって決定的な事実は、労務のデジタル化を可能にした。この革命に関して、
2 つの特徴があげられる。1 つは、ヨーロッパ諸国、とりわけスカンジナビア
の過疎地で急速に広がった「在宅勤務」である。もう 1 つは、国境を越えて
発達した垂直的・水平的なネットワークである4。
　しかしながら、現在の論争では、考慮する必要があるにも係わらず、しばし
ば軽視されるもう 1 つの幅広い傾向がある。それは、社会的差異化に向けて
増える傾向であり、個人化の過程における新たな段階さえ構成するかもしれな
い。人口構成の長期的な変化と組み合わされたジェンダー関係の社会的革命が
意味するのは、現代の産業社会における雇用システムが、少なくとも世界経済
の文脈における変化に匹敵するくらい劇的で新たな挑戦に直面することである。
つまり、個人化は、現代化の新たな要素として、文明化・合理化そして差異化
の歴史的段階に加えられたのである5。
2．個人化
　個人化に関して、シュミットは、諸個人が彼ら自身を非集団的なライフプラ
ンの製作者とみなすことが増大するという仮定から始める。なぜならば、諸個
人がより自主的に何かへの挑戦を認めるならば、それがイノベーションの新た
な資源になるからである。
　個人主義は、その性質によって、個性化の過程を通じた継続的な刷新もしく
はイノベーションという原則を引き起こす。しかしながら、個性化を持続的な
4 新たなグローバリゼーションが産業の雇用システムに影響を与える範囲について
は、前掲書の第 3 章を参照。
5 文明化、合理化に関しては、前掲書の 11-13 頁を参照。
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成長の源泉とするためには、例えば自発的な組織、職業的な団体、そして物的
な依存に基づかない家族関係のような市民のグループ関係の設立を通じてバラ
ンスを保たなければならない。なぜならば、この過程は普遍的に適用されるだ
けでなく、その普及は経済的資源ないし社会的または心理的な配慮の欠如に
よってのみ制限されるからである。
　また、個人化は、自由な時間の長期化を伴う長寿社会も意味する。この個人
化の傾向が加速されるならば、統計上の生産年齢制限よりも高齢で健康な人々
は、労働市場の仕事と彼らの延長された生存期間のある部分を組み合わせる。
すなわち、個人化は、雇用と退職の間の境界を浸食する。
　これらの境界線の解放は、年金制度が課される年齢構成の変化に基づく負荷
の増大を加速させる。これは、若年者の労働力参加に関して高等教育の長期化
が引き起こすさらなる低下を考慮すれば、より悪化する。
　まとめると、EU 加盟国において、労働市場の機能に対する個人化および人
口構造の変化の影響は、国内の人口動向および個人化の程度によって決まる。
しかしながら、これらの挑戦に対する「国家の」政策的な対応は、政策決定シ
ステムの国際化というもう 1 つのメガトレンドによってますます相互に関係
づけられるか、もしくはますます相互に影響される。以下では、該当するメガ
トレンドであるトランスナショナリゼーションについてみる。
3．トランスナショナリゼーション
　シュミットによれば、国民国家の境界線は、一般的には、政府間主義、超国
家主義、トランスナショナリズム、特殊的にはヨーロッパ化という、相互に関
連する過程としてトランスナショナル化を通じて浸食される6。超国家機関と
同様に政府間主義は、国民の民主的な手続きによって正当化されたそれらの決
定でさえ、各国政府の決定を却下ないし是正しうる7。
6 政府間主義は、各国政府の意思決定を拘束して制御する国際協定ネットワークの
成長を指す。超国家主義は、政府間協定によって立法権・行政権・規制権もしくは
司法権を与えられた超国家機関の影響の増大を意味する。
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　トランスナショナルな関係は、各国政府にとって、拡張された範囲の問題を
制御するという願望とそれを達成するための能力の間のギャップを生み出す。
また、トランスナショナルな関係ないし政策が各国政府に対して発生させる問
題は、法的主権の喪失というよりは、政治的および経済的な自律性の喪失であ
る。それ故に、ほとんどの国家が、政策措置全体の制御を維持し、目的を追求
すればするほど、共通の目標を達成することはますますできなくなる。
　トランスナショナリゼーションからは、3 つの注目すべき内生的な傾向が見
出される。第 1 の傾向では、トランスナショナリゼーションの過程によって、
中央集権化および地方分権化は、興味深い逆説的な進展を促される。これによっ
て、政治的および企業の担い手は、とても幅広い「地域的な」選択肢の間で選
ぶことができる。あわせて、退出オプションが増加するにつれて、危険だがし
ばしば革新的な行動が促される。
　第 2 の傾向は、法令の計画に関する 1 つの層に基づく供給構造から、年金
だけでなく健康保険および失業保険からなる複合構造への緩やかなシフトであ
る。第 3 の傾向は、社会政策において、新しく、特徴的かつ比較的自立した「境
界のある空間」としての、サブナショナルな地域単位（特に「地域」）の再生
である。
　ここまでの議論から見出されるのは、トランスナショナルに係わるメガトレ
ンドが、国家、市場および家族の間の関係に相当な影響を持ち続けることであ
る。ここで重要になるのが、雇用契約に向けた帰結は何かという問題である。
4．メガトレンドが雇用契約に及ぼす影響
　グローバリゼーション、個人化およびトランスナショナリゼーションの新た
な局面が意味するのは、多様な資本主義体制における既存の雇用契約への挑戦
である。その挑戦は、全く異なる文脈の労働需要の開拓、雇用および社会保障
7 ヨーロッパレベルで政府間機関に該当する欧州理事会および欧州連合理事会、な
らびに超国家機関に該当する欧州委員会・欧州議会・欧州裁判所に関しては、前掲
書の 16-18 頁を参照。
90
G. シュミットにおける移動的労働市場論の枠組み
のネクサス、賃金形成の制度、伝統的で継続的な職業教育・訓練への疑問にわ
たり、それぞれが 3 つのメガトレンドによって揺るがされる。それぞれの挑
戦が雇用契約にもたらす影響について、シュミットは以下のように捉える。
　始めに、全く異なる文脈の労働需要の開拓についてみる。情報化時代におけ
るグローバル経済では、同一の企業、場所、仕事における継続的でフルタイム
で従属的な労働で特徴づけられる労働編成のモデルが、現状にそぐわなくなり
つつある。
　個人化に関連して、労働状況に関するフレームワークは大幅に変化した。労
働供給に関する限り、社会的分業に関する固定ないし既定の役割の割り当ては
もはや、個人化の広がりと適合しない。この変化は、ジェンダーに係わる分業
について特に適合する。その結果、男性が継続的なフルタイム雇用に就いて扶
養する妻や子供たちを支えるために十分な賃金を稼ぐという、男性 1 人が稼
得者になるモデルは、次第に現実と一致しなくなる。だが、長期にわたるその
モデルの衰退は、両性間の分業に影響する制度的な役割のための新たなモデル
の出現をもたらさなかった。それ故に、個人化は、新たなジェンダー契約を要
求する。
　トランスナショナリゼーションは、労働の流動性および労働の移住の役割に
関して全く異なる視角を必要とする。例えば EU 拡大による国境の開放は、ト
ランスナショナルなヨーロッパにおける労働市場の進化をもたらす。それは、
国内労働法および国内の団体協約をますます無効にする雇用契約に関するトラ
ンスナショナルな規制をもたらす。つまり、学校教育・技能ならびに能力開発
に関する透明性および比較可能性は、規制の基準を一層促し、その進展は流動
性および地域内部の移動を促進する。
　次に、雇用および社会保障のネクサスについてみる。グローバリゼーション
は、流動的でない生産要因として労働への競争圧力を直接強化する。そのため、
最終的には賃金ならびに非賃金の労働コストにも圧力をかける。
　個人化の進行は、高齢、病気そして失業に関連するリスクに対応する女性の
独立に向けた社会保障という問題を引き起こす。高齢の貧困は、とりわけ女性
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に影響する。それは、ある程度の柔軟性にもかかわらず、失業保険は、若年男
性にも同様に影響することが増える労働市場への断続的な参加パターンにまだ
適合しない。
　トランスナショナリゼーションは、少なくとも長期において、特定部門ない
し職業集団の利益になる国際的な競争に影響するかもしれない保護措置を排除
する。また、高収入の労働者がより流動的に移動すればするほど、国税の再分
配力をより弱めるという、労働移住の逆流をもたらすかもしれない異なる社会
保障基準も排除する。これらの挑戦は、社会的保護がいまだに掛け金および所
得税を通じて優先的に賄われるかどうか、あるいは既存のものの補完ないし差
し替えのいずれかのために、必要最低限の生活もしくは代替財源の基金化を制
度化する必要があるかどうかという問題を持ち出す。年齢構造および引退年齢
の長期化という変化は、これらの問題を一層先鋭化し、新たな世代間契約に向
けた需要を刺激しさえする。3 つのメガトレンドであるグローバリゼーション、
個人化そしてトランスナショナリゼーションの全てで、リスク管理の新たなシ
ステムを明白に要求する。ここで求められるのは、伝統的な社会保障システム
よりもより柔軟に所得リスクの増大する多様性に対応できることである。
　そして、雇用契約に関連する賃金形成の制度をみる。グローバリゼーション
は、低熟練労働者だけでなく、中・高熟練労働者にも影響する賃金圧力の強化
を意味する。この動き自体に目新しいものはない。なぜならば、グローバル化
および労働市場が統合された場合、それぞれの職業で競争対象となる労働者数
が増加するからである。
　個人化に関しては、家族を養うのに十分と想定されるフルタイム賃金である
世帯賃金ないし例えば年齢に関する地位の認識もできるフルタイム賃金に関す
る暗黙の概念は、もはや現代の風潮にそぐわない。厳密な平等規範を確立する
ためのいかなる試みとも矛盾するような、男女間の賃金を差別する持続的な実
践も時代にそぐわない。それ故に、個人化が意味するのは、新たな給与原則が
発達しなければならないことである。それらはまた、グローバル知識経済の要
求およびその出現の渦中にある労働編成の新形態にも適応しなければならない。
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この必要な変化は、連帯賃金政策および先任権に基づく賃金の概念にとりわけ
適用される。そのため、賃金に関する個人のインセンティブ機能は、これまで
以上に大きな役割を果たす。
　トランスナショナリゼーションは、国家レベルを超えた賃金形成の調整を要
求する。
　最後に、伝統的で継続的な職業教育・訓練についてみる。グローバリゼーショ
ンは、分業および対応する知識の専門化に関する世界的な強化をもたらす。
　グローバル知識経済に関連する技術革命および個人化に関連する潜在的な労
働力の高齢化は、教育システムの第 4 の柱としての継続的な職業教育・訓練
の確立を必要とする。これらの明らかな要請は、3 つの確立された柱である一
般教育、初期の職業訓練、および高等教育の役割およびおそらく激増した高資
格の再調整という問題を浮かび上がらせる。それはまた、就学前および小学校
に相当する早期の基礎教育を広げるかどうかという疑問も提示する。一層の訓
練ならびに昇進のためにシステム的な機会を提供する巨大で官僚的に規制され
る内部労働市場は、まるで生涯の「職業」の周辺に構造化された労働市場のよ
うに浸食された。
　トランスナショナリゼーションは、国境を超えた専門家による自己組織化さ
れた標準設定として理解される。これは、専門家の新たな形態を強化ないし刺
激する。プロジェクトに基づいた業務慣行に関して学際的かつ国際的に協力す
る意思の増大と同じように、これらの透明性、比較可能性そして他国への移転
可能性は必要とされる。
　ここまでの議論から、3 つのメガトレンドが雇用システムに及ぼす影響につ
いてみる。
　まず、グローバリゼーションでは、賃金をはじめとする労働条件に係わる範
囲が拡張される。これによって、雇用契約の再調整が必要になるだけでなく、
完全雇用社会とは何かという課題に関する新たな考えの進展が促される。
　次に、個人化の進展は、雇用システムに係わる雇用慣行の見直しを要求する。
その結果、諸個人の状況に応じた機会の組み合わせが提供されることが必要に
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なる。また、個々の労働者に係わる性質および制約も多岐にわたるため、既存
の制度が想定する範疇から外れる人々の数が増加する。
　そして、トランスナショナリゼーションでは、企業活動の国際化ならびに労
働市場の流動化が発生する。これによって、制度の想定する対象地域と実際の
活動範囲の間に乖離が発生する。
　これらから見出せるのは、ある雇用システムにおいて確立された慣行に関す
る前提に関して転換が図られる必要があるということである。具体的には、類
似した行動を選択する多くの人々に該当するライフサイクルから、多様な機会
の組み合わせによって多くの人々を包摂するライフコースへの転換である。
　まとめると、グローバリゼーション、個人化そしてトランスナショナリゼー
ションによる挑戦は、工業化社会の時代を特徴づける労使間の単純に対立する
矛盾を終わらせた。だが、新たな紛争の傾向はより複雑である。それらが見出
されるのは、グローバル企業とローカル企業の間、世界的な需要にとって鍵と
なる能力を持った高技能の専門家と地域がかなり制限される低技能労働者の間、
独立したキャリアへ同等に強い意向を持つ男女間、そして、リスクに対して自
身を保護するために例えば起業して自営する形で責任をとるという圧力下にあ
る若年労働者と、連帯に関する従来の基準によって雇用が保護されることを期
待する高齢労働者とである。
　これらの紛争は、従来のものよりも社会的に燃え上がらないわけではない。
そのため、紛争解決の新たなルールの策定およびリスク管理のための制度的配
置の確立ができる雇用システムは、比較優位を持つことになる。この点に関し
て、シュミットがヨーロッパの完全雇用政策を導くために提唱するのが、次節
でみる移動的労働市場論である。
Ⅲ．シュミットによる移動的労働市場論
1．移動的労働市場における移動およびリスク
　現代の労働市場の特徴に関して、シュミットは 4 つの移動があることを指
摘する。それは、さまざまな雇用形態間の移動、学校や継続的な職業訓練と労
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働市場との間の移動、内生的リスクによる移動的失業、若年労働者にとって不
安定な非正規雇用から安定した雇用へと移動することである8。これらの移動
に対応するために、シュミットが構想したのが、移動的労働市場である。この
枠組みでは、ライフコースの段階に応じて、多様な雇用関係間、あるいは労働
市場と教育や家庭との間における自由な移動が保証される。つまり、移動的労
働市場では、長期失業や社会的排除のようなリスクを軽減し、その潜在的可能
性を引き出す制度的枠組みを構築することが目標とされる。
　移動的労働市場における移動の境界は、教育・訓練と雇用との間、仕事間、
労働と家庭の間、雇用と失業との間、雇用と退職・障碍との間という 5 つの
区分が、シュミットによって提示される。移動的労働市場では、上述した境界
に社会的に制度化された橋を設けて、これらの領域間を必要に応じて移動する
ことが支援される。ここで焦点になるのは、移動に係わる社会的リスクとは何
か、そして、移動を活性化するために必要な制度的保障は何かである。この点
について考察するために、それぞれの移動を以下でみる。
　第 1 にみるのは、教育・訓練と仕事の間の移動についてである。この移動
に関してシュミットは、ライフコースにおける技能の劣化や職を変えなければ
ならない人の技能の欠如、もしくは人的資本への投資に対する便益の不確実性
に関連するリスクの分かち合いについてなぜ国家が関与しなければならないか
という問題に対して、以下の 4 つの理由を指摘する。
　第 1 の理由は、制限された貯蓄である。継続的な職業教育・訓練を必要と
するほとんどの人々、とりわけそのような措置が必要不可欠な人々は、継続的
な教育・訓練に必要とされる財政的な資源を欠く。供給側は、財政的なボトル
ネックを訓練に参加しない理由とする。需要側に関しては、雇用主に係わる職
業教育・訓練のコストは、従業員の技能が学習能力の向上および訓練コースで
失敗するリスクの低減を通じて改善されるにつれて減少する。
　第 2 の理由は、職業教育・訓練に関連する措置に対して必要な信用が供与
8 内生的リスクには、子育て・介護、職歴の中断、健康の悪化が該当する。
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されないことである。これは、才能の損失による社会全体の費用高騰、諸個人
の機会喪失、家族背景および教育に関連する従前の不利な状況に起因する不平
等の固定化、世代間不平等の永続化を引き起こす。
　第 3 の理由は、公正の欠如である。その理由は、政府の支援が資産調査と
関連するからである。例えば、継続的な職業教育・訓練への投資を選ばなけれ
ばならない人々は、民間の家計で最も弱い位置にいることが考えられる。
　第 4 の、最も深刻な理由は、デフォルトである。なぜならば、ローンの返
済能力を喪失するリスクが低収入の人々で最も高いだけでなく、政府保証が制
限されなければ、銀行は、投資策の選択をほとんど心配せず、債権回収にほと
んど努力しないからである。デフォルトおよびモラルハザードの問題は、納税
者視点で政府支援を割高にする。したがって、極めて限定された保証として同
意した場合に限り、政府は支援する。このようなリスク嫌悪は、継続的な職業
教育・訓練への投資からの便益が特に不確実だという事実によって強化される。
　では、個人の職業教育・訓練を助成する方法はあるのか。万能な解決法では
ないものの、次善の解決法としてシュミットが提案するのが、団体保険の他の
形態を利用する方法である。その可能性の範囲は、以下の 5 つで表される。
　1 つ目は、教育訓練市場において、次の機会を保証するために税の再分配能
力を活用することである。これは、不利な立場の人々の知識および能力の水準
全体を向上させるために定期的に設定されるプログラムに資金供給する一手段
になりうる。
　2 つ目は、失業給付に関する受給権の活性化である。積極的労働市場政策の
概念は、新たな仕事を見付けるために職業教育もしくは訓練が必要な失業者を
含める保険原理として既に拡大された。そのため、非熟練者向けの仕事への助
成は、就業可能性を高める手段として説明され、正式な訓練と機能的に等価で
ある。継続的な職業教育・訓練に関する循環的なニーズは、低熟練労働者に関
する失業給付の受給権を拡大しなければならないことを示唆する。
　3 つ目は、税控除による継続的な職業教育・訓練の促進である。この方法では、
従業員に対する就業可能性への控除や継続的な職業教育・訓練に関連する貯蓄
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口座の繰り延べ課税が考えられる 9。
　4 つ目は、政府保証の移転可能性およびその加入権、基金の流動性とともに、
個人の訓練ないし時間貯蓄口座を、団体協約に含めることである。例えば、従
業員が教育・訓練のために労働時間を削減することによって、雇用主と費用を
分かち合うことに同意して投資する形で労働時間を削減する協定が考えられる。
　5つ目は、拘束力のある協定である。この協定は、2者以上の政党もしくはパー
トナー間の契約書であり、それらの各自が、包括的な共通目標のために協力す
ることに合意することを理解して署名する。多くの場合、新規に加入して連帯
保証するパートナーとして国家が含まれた。この協定は、無償かつ法的フレー
ムワークを要求しないので、パートナーは、リスク負担が行き過ぎた場合の退
出オプションを保有する。また、彼らの行動につれて段階的に問題を解決する
ために手続きを規制する発言オプションも含まれる。なぜならば、各段階で変
化しうるパートナー間に関する費用と便益との間のバランスは、共通の目標を
追求する中で是正措置が必要とされると信頼されなければならないからだ。そ
れ故に、実地訓練を通じて誘導された意思決定や、段階的な混乱そしてモニタ
リングによる学習は、上述した信頼関係を確立するための拘束力のある協定の
本質である。
　第 2 にみるのは、仕事間の移動についてである。シュミットによれば、あ
る仕事もしくは就業形態から次への移動に関連する所得の不安定性に係わるリ
スクは、従来の労働市場政策で十分に対処されなかった。このリスクに対応す
る戦略として考えられるのは、不安定な雇用から事実上の標準的な雇用への資
金供給もしくは内部柔軟性の採用という 2 つの方法である10。これら以外には、
新たなリスク管理手法もしくは金融市場で確立された手段によって、個々の保
証に関する枠組みが収入の不安定性もしくは流動性を減少させる可能性がある。
このとき、リスク回避的な労働者は、自身のキャリアを進めるインセンティブ
9 個人の訓練ないし時間貯蓄口座については、前掲書の 288 頁を参照。
10 この戦略に係わる各国の取り組みに関しては、前掲書の前掲書の第 5 章および
292-294 頁を参照。
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を与える個別契約の作成が可能になる。その結果、彼らは極めて危険な個別キャ
リアを進めて発展させ、外部への小さな移転可能性および役に立たなくなるリ
スクを持つ特殊的技能を獲得する。それらが人々をキャリアリスクから解放し、
キャリアの全ての面でより冒険的になることが許されるならば、そのような個
別契約は、経済にとって重要な刺激となる。
　第 3 にみるのは、労働市場と家庭の間の移動である。子育てや介護等によっ
て稼得能力が制限される状況において、社会的なリスク管理の一般的な原則は
どのように適応できるのか。シュミットは、もうじき親になる夫婦の視角から
みることによって、この点に関する理解が深められると指摘する。これらの親
は、子供が授かる能力、将来の怪我ないし疾病、人間関係および雇用に関して
知ることができない。これらのリスクに対して、民間保険会社が対応すること
は極めて困難である。したがって、家庭の貧困ないしメンバー間の関係が不安
定ならば、子供たちの生涯リスクに備えて保険に入る唯一の手段は、政府によ
る社会保険である。なぜならば、福祉国家がこれらのリスクを取り除けないと
しても、社会契約の再分配を提供することで、子供が享受する結果を和らげる
ことが可能だからである。それ故に、全ての福祉国家は、おおよそ平等な初等
および中等教育や、健康および傷害保険、そして子供の貧困に備える社会的保
護へのアクセスを提供する。しかしながら、価値観や家族、そして新たなリス
クに制度的に不適応な労働市場と関連する内生の変化と大いに関係がある状況
という新たなリスクが発生する11。
　これらの新たなリスクに備える社会保険の欠如は、女性に対する賃金および
キャリアのペナルティ、世代内および世代間の平等に関するペナルティ、そし
て出生率の低下ならびに技能の欠如によるものと考えられる社会全体の福祉ペ
ナルティをもたらす。
　賃金ペナルティとして計算されるリスクは、カナダのように家族の雇用向け
に中水準の公的支援を保証する自由主義的な体制で 19％程度である。これに
11 価値観・家族のならびに労働市場については、前掲書の 296-297 頁を参照。
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対して、ドイツのような保守的な体制では、フルタイム就業の中断に対するペ
ナルティはおよそ 7％である。同様の違いが、保守的な体制とスウェーデンの
ような手厚い公的支援を享受する社会民主主義的な体制と比較したときにも表
れる。全面的な雇用中断に対するこのような賃金ペナルティは、公的な金融支
援もしくは幼稚園・保育園および小学校の間子供を世話するために公的に提供
された施設を支持する論拠として理解される。それらは、親の職業選択を広げ
るだけでなく、経済的な利益も生み出す。
　資産ペナルティは、ライフコースを通して子供のいる家庭から子供のいない
家庭への大規模な所得再分配に反映される。ところが、この再分配には、本質
的な効果がない。なぜならば、女性に関する労働力参加の減少に関連する国家
の機会費用が増大するからである。簡素な費用便益口座が明らかにするのは、
官民のデイサービス施設もしくは子供の就学前教育が、本質的な部分に投資さ
れることによって得られることである。子供の生涯リスクに備えて保護するた
めの不十分な社会保険に起因する 3 つ目のペナルティは、欠如に由来する福
祉費用の厳しさである。子供たちの生涯リスクに関しては、それを正確に備え
ることが難しいために、子供のいる家庭を作る決定に影響する。この視点に基
づくならば、これらのリスクに備えて保護することについて極めて不確かであ
ると親達が判断するならば、彼らは子供たちに対して備えることを決断する。
　また、低下した出生率について、労働市場の機会制約や、柔軟性のない労働
編成、税制および便益の制度における不適切なインセンティブ、そして想定さ
れる雇用不安と関連付けることには合理性がある。片親ないし子供さえいない
家庭という傾向は、生活の質に関する劇的な低下として評価されなければなら
ない。
　まとめると、子供の世話をする伝統的な役割・帰属を解体することは、ジョン・
ロールズによって説明された無知のヴェールを生み出す。それ故に、社会保険
を通じてリスクを分かち合う制度的構造が与えられると、幸運またはそれほど
幸運ではない親と彼らの子供たちとの間における再分配が正当化される。子供
たちの社会的価値を向上させるために、社会保険もしくはシチズンシップと関
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連した拡大された社会権を通じた再分配には強い根拠がある。世代間契約に関
して、この再分配は、例えば資産調査のない子供手当のような、子供たちの直
接的な費用のいくらかに対処するための適切な一時払いを意味する。しかしな
がら、税による措置は、児童の就学前教育および子育てサービスへの一般的な
投資への融資と対照してバランスがとられなければならない。初等および中等
教育と同様に、税の割り増しを通じて官民の子育てサービスをほぼ無料ないし
少なくとも手ごろな料金を保証してこれらのサービスを提供することは意味を
成す。
　第 4 にみるのは、雇用と失業の間の移動である。もし人々が不本意に失業
したならば、しばらくの間収入を維持し、そのために効率的なジョブマッチン
グに役立つ方法で新たな仕事を探す権利を与えることは公平である。失業保険
は、そのマッチング機能によって、移動的労働市場の概念の中で投資に相当す
る。この見解は、集中的なカウンセリングと失業の初期段階における職業紹介
サービスによる多くの恩恵を合わせるという考えに関連する。移動的労働市場
の概念では、仕事に駆り立てる機能について、失業保険が仕事への要求基準
を修正する必要性を提示するプロスペクト理論の見識が強調される 。失業保
険の否定的なインセンティブ効果に対する有効な対策となる「ワークファース
ト」の原則では、手当の受給あるいは就労能力の措置の代わりに、職業紹介に
優先権が与えられる。ここで紹介される仕事は、それ自体が持続的か、少なく
とも持続的な仕事につながる中間段階に含まれなければならない。これらの移
動を効率的に実施するために、シュミットが提示したのが、以下の 4 つの側面・
慣行である。
　1 つ目は、失業保険が雇用の安定性に与える影響である。失業保険には、失
業期間の直接的な負の効果だけでなく、次の雇用への間接的な正の効果も期
待される12。後者の効果について、少なくとも半年間は失業のままでも支給さ
れる相対的に寛大な給付の受給者は、非受給者よりも平均で 2 － 4 カ月長く
12 前者の効果については、前掲書の 301 頁を参照。
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雇用され、それによって標準的なマッチングモデルの離職率よりも減少する13。
その影響は、平均的な雇用期間と比較して 10-20% 増加させることに等しい。
この結果は、失業保険に正のマッチング効果があることを示す理論と合致する。
つまり、失業保険は、留保賃金と次のジョブマッチングの質とを維持する模索
の補助金と解釈することができる。
　2 つ目は、失業保険に関する収入維持機能の拡大である。失業の恐れがある
人々は、部分的な所得喪失に対する部分的な補償を受け取れるならば、需要の
変動に対応するための方法として、労働時間の減少を受容しうる。これは、経
営者の内的数量的な柔軟性の向上に寄与する。他方で、失業者は、失業した際
に給付権が当面続くこと、ならびにパートタイム労働に関連する減収分に対す
る部分的な金銭上の補償を受け取れる場合、フルタイムの仕事の代わりにパー
トタイムの仕事を受け入れるかもしれない。これらの補償は、職業教育もしく
はパートタイム労働と訓練との組み合わせのための証拠になりうる。
　3 つ目は、転職に関する保障である。この点に関する 2 つの事例が、橋渡し
手当および個人創業助成金としてドイツで導入された14。失業給付から新たな
仕事への移行を支援するこれら 2 つの枠組みについて、持続可能性の側面に
基づく移動的労働市場の基準では、最終的に時期尚早と評価されたにもかかわ
らず、どちらも健全と評価された。個人創業助成金に関しては問題点も指摘さ
れた。1 つは、受給者に対する管理の欠如であり、もう 1 つは、カウンセリン
グ、訓練、指導の欠如、そして自営業向けの新たな枠組みの持続可能性を生み
出すネットワークの欠如である。
　4 つ目は、賃金補償である。その具体例は、雇用保険の方向に拡張した失業
保険であり、初期段階のアメリカ、好例としてのスイス、それほど成功してい
ないドイツという 3 つの形態が存在する。
　アメリカの場合、年齢および雇用期間によって変化したわずかな減収分が、
失職後 2 年にわたって資格のある労働者に支払われる。ただし、その支払いは、
13 この調査に関しては、前掲書の第 7 章第 3 節を参照。
14 2 つの枠組みの詳細は、前掲書の 301-302 頁を参照。
101
千葉大学　公共研究　第 11 巻第１号（2015 年３月）
労働者が新たな仕事を見付けた時にのみ始まり、週の失業保険システムを通じ
て管理される。その費用は、収入の減少分の 50% とする仮定に基づいて見積
もられ、現在もしくは新たな仕事がフルタイムの労働者のみによって準備され
る。これに対して、給付は、時間数に基づいて支払われるパートタイムで再雇
用された労働者にも広げられた。この枠組みが支持される根拠は、実際のニー
ズが存在すること、および離職者により広範囲の仕事を考えたり現在のケース
よりも早く受け入れたりするインセンティブを与えること、そして再雇用の見
込みが不確かなプログラムの訓練を受けるよりも効率的なことである。この枠
組みに対して考えられる論題は、連邦政府によって部分的に相殺される労働者
を知るが故に低賃金を促す雇用者のモラルハザードである。この潜在的影響は、
これらの便益を受け取れない多くの新規労働者、およびプログラムの資格を得
られない多くの失業者にとって重要になる。
　スイスの賃金補償の枠組みは、仲裁する保証給付である。この枠組みでは、
失業給付よりも支払いの少ない仕事を受け入れる場合、この給付と新たな仕事
からの収入との組み合わせが失業給付を上回ることができるように補償給付を
支払う。補償給付を得る権利は、そのような雇用の最初の 12 カ月に制限される。
また、補償給付の期間は、資格を得る期間を考慮する新たな対象期間に算入さ
れる。この枠組みが成功した主な理由は、失業級の権利を持つ全ての労働者が
賃金補償の権利を持ち、スイスの補償給付の代替率に関してかなり高く、低収
入にもかかわらず適切な仕事を受け入れるように要求する、というように要件
が厳格に管理されたからである。
　ドイツにおける賃金補償の枠組みの本旨は、50 歳以上の労働者が、低収入
の仕事に就いた時にこうむった賃金損失の 50% を一時的に補うことである。
ところが、権利を使い切った多くは高齢の長期失業者は排除され、最低限の要
求に合わない失業者がカバーされなかった。そのため、枠組みに必要な資格を
持つ失業者はほとんどいない。
　第 5 にみるのは、仕事と退職・障碍の間の移動である。移動的労働市場論
のフレームワークでは、身体障碍もしくは加齢による作業能力の損失は、作業
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能力の連続した範囲にあるとみなされる。このため、どんな労働者であっても、
一定の年齢に達したというだけで定年退職することには合理性がない。では、
所得代替を管理する柔軟性に関して、作業能力の減少もしくはリタイアに適応
するための改善はどのようにできるのか。また、いまだ十分な作業能力を持っ
て働く意欲のある熟練労働者の就労を促進する方法は何か。これらの課題に対
応しうる政策として、シュミットは、4 つの戦略を提起する15。
　第 1 の戦略は、労働力参加の増加・延長戦略である。高齢労働者の就業率に
係わる要因として考えられたのは、早期退職する経済的なインセンティブ、家
族および個人サービスの仕事の欠如、所得保障と不連続な職歴のリスクとの間
の連携の欠如、成人の人的資本に向けた投資の欠如である。これらの要因を解
決するための方策として想定されたのは、就業期間を延ばすような経済的イン
センティブの反転、家族の領分から介護活動を取り除くこと、高齢者の所得保
障と不連続な職歴のリスクとの間の連携を改善する柔軟な請求権の付加、持続
的な就業可能性がある高齢者への一層の投資という、4 つの方策である16。
　第 2 の戦略は、年齢差別の克服に向けた戦略である。公平でもっともな政
策は、個人の選択と外部環境の間で適切なバランスが達成されなければならな
い。反差別政策の重要性は、個人が労働市場の機能に依存するようなところで
はどこでも大きくなる。
　年齢差別は通常、モチベーションの欠如、低い持久力そして衰える生産性と
いう高齢労働者特有の特徴の結果とされる。それ故に、雇用主による偏見の見
直しを促すためのプログラムには、当事者が労使関係システムへの参加を強め
ることと、政府の費用がフレームワークの創造および多くても最初の資金供給
に制限されることが必要になる。
　第 3 の戦略は、身体障碍もしくは健康上の制限に起因する退職に向けた戦
15 高齢労働者を労働市場から追い出す要因として確認されたのは、早期退職の文化、
企業の人事および採用戦略における高齢労働者への直接的もしくは間接的な統計的
差別、健康に関連した生産性の減少である。詳細は、前掲書の第 3 章を参照。
16 それぞれの方策については、前掲書の 306-309 頁を参照。
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略である。高齢労働者の身体障碍による退職を減らすための取り組みには、就
業の増加・延長戦略と共通する点がある。それは、規制の性質に依存して、身
体障碍および早期退職への移行が連絡船の役割を果たす点である。例えば、早
期退職システムが厳格に規制されかつ完全失業が増加するならば、身体障碍で
退職する人の数もしばしば増加する。
　身体障碍による退職への移行を減らすための取り組みとしてシュミットがあ
げたのは、以下の 2 つである。1 つは、稼得能力のある障碍者と個人ごとの選
択肢の増加を組み合わせる取り組みである。この取り組みによって、身体障碍
への権利が喪失した後の再失業もしくは完全な賃金が稼げなくなるリスクが減
少する。もう 1 つは、傷害保険システムと負担金および企業の期待リスクを
関連付ける取り組みである。これは、傷害保険に関する費用の外部化を不可能
にする。
　加齢に係わる改革が成功する条件は、革新的かつ広範囲にわたる変化が 3 者
協議によって定式化され、成果を生み出すことである。それ故に、強い労働組
合と雇用者組合は、必ずしも改革の障害にならない。ただし、意見の相違が残っ
たときに、政府が先導しかつ独立して勇敢な決定を実行する必要がある。
　第 4 の戦略は、アクティブエイジングに向けた戦略である。可変の労働時
間および有給ないし無給の仕事を組み合わせる方法を含めた、自己決定かつ良
い就業環境に係わる人生後期の仕事の可能性は、アクティブエイジングにとっ
て鍵になる要因である。
　それ故に、労働インセンティブの増加および経済競争力の強化を対象にした
年金基金の改革は、退職後における高い生活の質を確保するための必要だが十
分な条件ではない。これに関して、シュミットは、アクティブエイジングのた
めの戦略に関する一般的な結論として、一般的な経済パラメーターの中で条件
が求められなければならないこと、アクティブエイジングのための労働市場政
策が職業人生の後期よりも早く始めなければならないこと、推定上正しいとさ
れる方向へと誘導する規制への転換では十分ではないこと、という 3 つの重
要な見識を見出した17。
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2．移動的労働市場とフレキシキュリティの関係
　ここまでみてきた移動的労働市場は、柔軟性と保障性の結合であるフレキシ
キュリティをどのように捉えるのか。これは、移動的労働市場がフレキシキュ
リティ論争に及ぼした影響からみることができる。大きな影響としてシュミッ
トが指摘するのは、次の 3 つである。1 つ目は、フレキシキュリティに係わる、
より多くの柔軟性をより多くの保障性で補償するという単純で狭い見方を乗り
越え、柔軟性と保障性の複雑な関係を明らかにして両者の補完的関係を構築す
ることである。2 つ目は、フレキシキュリティでは利害対立が労使妥協、すな
わち「交渉によるフレキシキュリティ」としてのみ解決されうるとされた。こ
れに対して、移動的労働市場論では、ライフコースを通じた就労可能性の保障
が労使交渉の中心的問題として重視されたことである。3 つ目は、従来のフレ
キシキュリティ論争で欠けていた、ライフコースを通して柔軟性と保障性を管
理する移動措置に焦点を当て、新たな社会的権利をフレキシキュリティの構成
要素に取り入れることを提起したことである 。
　また、柔軟性と保障性の組み合わせは、両者の好循環、保障性を犠牲にした
柔軟性と保障性のトレードオフ、柔軟性を犠牲にした保障性と柔軟性のトレー
ドオフ、両者の悪循環の4つに分類される。それぞれに対応するためにシュミッ
トは、柔軟性と保障性の諸要素がマクロ、メゾ、ミクロのレベルで相互に補完
しあうことや政労使の信頼関係を求めた。そのために提案したのが、保護され
た移動、交渉による柔軟性、交渉による保障性、最低基準の制度化という戦略
である。それぞれの戦略における構成要素に関して、シュミットは、各レベル
に基づいて以下のように整理する。
　第 1 に、柔軟性と保障性の好循環を促進する保護された移動は、マクロレベ
ルにおける手厚い所得保障と同職保障の緩和の取引による職の移動の促進、積
極的労働市場政策により雇用保障と手厚い所得保障の連携、メゾレベルにおけ
る雇用の保障と内的機能的柔軟性の取引から成り立つ。第 2 に、柔軟性と保
17 3 つの見識については、前掲書の 312-314 頁を参照。
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障性のトレードオフを共栄状態に転換する交渉による柔軟性は、マクロレベル
における集権的団体交渉による賃金決定、好況期の賃金の一部を景気下降期に
利用する職業訓練基金としてプールする柔軟な賃金制度、メゾレベルにおける
同職の保障と賃金柔軟性との譲歩交渉、ミクロレベルにおける労働時間を選択
できる権利から成る。第 3 に、柔軟性を減らして保障性を高めるトレードオ
フを共栄状態に転換する交渉による保障性は、マクロレベルにおける柔軟な雇
用、メゾレベルにおける柔軟な年金受領資格に関する労使協定、ミクロレベル
における能力開発休暇と内的機能的柔軟性の取引から成る18。第 4 に、悪循環
を打破する最低基準の規制は、マクロレベルにおける最低賃金または最低賃金
を設定する共通の規則、メゾレベルにおける労働者派遣業を規制する EU の共
通基準、ミクロレベルにおける新しい社会的権利としての教育訓練・育児・能
力開発のための休暇の権利から成り立つ。
　まとめると、フレキシキュリティの概念的曖昧さと政策的有効性をめぐる議
論から見出されるのは、移動的労働市場において、失業から雇用への移動にの
み重点をおいた「仕事を割に合うものにする（making work pay）」から、保
護された移動によって諸個人のライフコースを通じた「諸移動を割に合うもの
にする（make transitions pay）」への転換が図られることである。それ故に、
フレキシキュリティは、移動的労働市場の制度化によって達成されるべき労働
市場の到達目標として捉えられた。
3．移動的労働市場論に基づく雇用戦略の活性化
　上述した戦略に基づく場合、雇用戦略の活性化はどのように図られるか。シュ
ミットによれば、移動的労働市場論では、ライフコースの視点から、それぞれ
の移動に係わるリスクおよびそれに対応するための制度的措置を提案すること
によって、雇用戦略の活性化が図られる。
　まず、移動的労働市場の枠組みでは、長期的失業や非正規雇用の増大に対す
18 柔軟な雇用に係わる制度として該当するのは、デンマークで導入された、部分的
であれば就労可能な障碍者に補助金付きの仕事を提供するフレックス・ジョブである。
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るオルタナティブとして、双方向の移動が促される。それによって、教育や有
益な非市場的活動のための時間を作り出し、有給の労働時間の短縮と適切な雇
用創出の進展が図られる。ライフコースの視点からみるならば、それは、継
続的な職業教育・訓練と仕事の間、仕事間の移動、労働市場と家庭の間の移動、
雇用と失業の間の移動、雇用と退職・障碍の間の移動に伴うリスク、すなわち、
個人にとってリスクと機会を同時にもたらす決定的な出来事への選択と関連す
る19。このような移動に伴うリスクは、大多数の人々にとって、個人的に対応
することが困難であり、しばしば失業や所得能力の劣化に陥りがちになる。そ
のため、社会的に管理する必要がある。
　次に、移動に伴うリスクは、以下の 5 つに分類される。1 つ目は、ライフコー
スを通しての人的資本または就労可能性の後退あるいは劣化である。2 つ目は、
雇用形態間の移動による所得の不安定化である。3 つ目は、子育てや家族の介
護等の社会的義務による所得能力の制限である。4 つ目は、非自発的失業によ
る所得の不安定化である。5 つ目は、障碍や慢性的な病、加齢による所得能力
の永続的な低下または消滅である。人々は、失業や病気、加齢や障碍、社会的
義務といった人生の決定的な出来事に直面して就労可能性が低下するリスクに
対応せざるを得なくなる。
　以上のような 5 つのリスクに対する制度的措置として、シュミットが提案
するのが、所得能力、所得保障、所得支援、所得維持、所得代替という 5 つ
の制度的保障である。これらの制度的措置では、4 つの基準を満たすことが求
められる。第 1 の基準は、個人の自由または自律性とより多くのリスクや義
務を引き受けることである。第 2 の基準は、包括的なリスクシェアリングに
よって促進される連帯である。第 3 の基準は、共同と協力によって改善され
る有効性である。具体的には、完全雇用と職の質の確保である。第 4 の基準は、
目標管理等のリスク管理の方法を労働市場政策に応用することによる効率性で
19 ライフコースの視点とは、人々が生涯的時間を学習、有給の雇用、退職という 3
つの時期に一方通行的に固定的に分割するのをやめて、学習と雇用と有用な非市場
的活動の諸時期を何度か双方向的に選択して移動することを意味する。
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ある。
　5 つのリスク管理で最も重要なのは、教育・訓練と労働の間の移動リスクを
管理して移動を活性化することである。なぜならば、流動的な労働市場のもと
では、人的資本に関するリスクは学校から労働への移動に限定されず、ライフ
コース全体を通してのリスクだからである。また、成人にとっての技能の陳腐
化のリスクは、子育てや介護等の社会的義務による職歴の中断も増加するの
で、生涯的な職業訓練の重要性が高まる。それ故に、国家は、ライフコースを
通しての技能の劣化に関連するリスクのシェアリングに介入しなければならな
い。この移動の活性化に向けては、失業給付の権利を教育訓練の補助金に転換
する制度、および労使交渉にもとづく有給の教育・訓練休暇制度が提案される。
　仕事間の移動の活性化に関しては、非正規雇用に固有なリスクを管理するた
めに、労働時間について交渉する権利および所得の中断に対応する社会的保護
の拡大、そしてパートタイム失業手当やパートタイム労働者のフルタイム職へ
の優先権のようなパートタイム労働者を保護する制度が提案される。
　労働市場と家庭の間の移動については、女性の就業率の上昇によって有給の
労働と子育て等の無償の活動との緊張が高まり、極端な時間不足や実際の労働
時間と希望の労働時間に乖離が生じている。そのため、個々の事情に応じて有
給労働と無給だが有益な労働の間で幅広く選択できる権利が必要になる。この
とき、育児休暇制度は、社会的義務による所得能力の低下リスクをカバーする
所得支援に位置づけられる。
　雇用と失業の間における移動の活性化に向けて提案されるのは、失業給付に
よる所得維持とアクティベーション政策の統合である20。これに加えて、労働
市場保険制度の対象を全ての雇用関係に拡大することによって、有給雇用の各
1 時間が等しい社会的保護に連結されること、およびパートタイム失業給付を
設けることによって、子育てや介護等の社会的に有用な労働のために労働時間
の短縮を選ぶ人の所得を維持することも提案される。
20 就労可能性を高める措置であるアクティベーション政策では、カウンセリングと
就労支援が組み合わされる。
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　労働と退職・障碍の間の移動に関しては、雇用と退職を硬直的に時期区分す
るやり方を見直し、男女が有給の労働と子育てや介護の支援等の他の有用な労
働とを組み合わせられる段階的な退職制度が提案される。この制度が発展する
ためには、高齢者に適した雇用関係の範囲を公的な職業訓練や所得支援によっ
て広げていく必要がある。
　次節では、前節および本節における完全雇用概念の再検討および移動的労働
市場の性質との関連およびそれらに係わる論点についてみる。
Ⅳ．結び――移動的労働市場論の意義　
　本節では、前節までの議論で得られた知見を基にして、完全雇用概念の進化
および移動的労働市場の枠組みについて分析する。
　まず、完全雇用の概念に関して、ベヴァリッジとシュミットによる定義を比
較する。シュミットがベヴァリッジの精神を継承するとしたように、両者の捉
え方には共通点が存在する。それは、完全雇用の範囲についてである。その範
囲は、常勤雇用の欠如および失業給付のような社会的権原からの排除にとどま
らない。これらに加えて、長期的なキャリア形成の難しさおよび就労可能性の
確保に必要な資源にアクセスできないこと、そして就労可能性に関する保証の
欠如故に社会生活のあらゆる局面に全面的に参加できないことが含まれる。つ
まり、ベヴァリッジの言う怠惰からの解放とシュミットが重視する社会的統合
とでは、いずれにおいても社会的排除への対処、つまり、社会的包摂の過程と
して完全雇用が捉えられる。
　しかし、両者の定義を比較すると、労働市場に関する 2 つの相違点も見出
される。1 つは、労働市場の主体である。ベヴァリッジにおいて、長期失業な
いし不払い労働からの解放に対応するのは、フルタイムで雇用される男性であ
る。彼らは、家族を養うことが期待されるとともに、完全雇用の対象とされた。
これに対して、シュミットが想定する対象は、ベヴァリッジのものだけでなく、
家庭生活や支払労働等の多様な生産的活動、そして継続的な職業教育・訓練間
の移動が含まれる。
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　まとめると、ベヴァリッジによる完全雇用の目標は、怠惰からの解放であり、
労働を割に合うものにすることが目指される。これに対して、シュミットが提
示したのは、労働市場および雇用政策を通じてどのように社会的統合を成し遂
げるかという、包括的な論点である。ここで目指されたのは、移動を割の合う
ものにするために、完全雇用の概念を再構築することである。完全雇用の対象
範囲に関して、シュミットが対象とする範囲は、ベヴァリッジのものよりも広い。
　もう1つの相違点は、雇用システムを取り巻く環境の違いである。ベヴァリッ
ジにおける労働市場では、初期のグローバリゼーションの影響はあるものの、
国内の商品は国内市場向けであり、外的影響にほとんどさらされなかった。そ
の結果、労働に関する国際的な分業は、最終製品の製造および売買に基づいた。
これに対して、シュミットが対象とする現代の労働市場では、第 2 節でみた 3
つのメガトレンドが大きな影響を及ぼした。具体的には、グローバリゼーショ
ンによって、各国の国内市場は、個々の国民国家の境界を越えて拡大する。貿
易では、中間生産物の取引が増大する。これらの結果として、最終製品ないし
サービスにおける上流の活動では、企業間・地域間・国民国家間に係わらない
統合、すなわち、トランスナショナリゼーションが進展する。これは、知識お
よび技術の劇的な変化に対応する難しさを労働市場にもたらし、技術的なリテ
ラシーの欠如の増大として現れる。また、トランスナショナリゼーションの進
展に伴って、労働市場では、企業・コミュニティ・地域もしくは産業部門等の
多くの場合国境を超えるレベルで交渉された柔軟性への依存を増大させる。こ
れは、個人化の進展を促す。この進展によって雇用と退職の間の境界が開かれ
ることは、労働市場と他の社会システムの間における境界の不鮮明さが増すこ
とを意味する。
　それ故に、シュミットは、雇用システムがメガトレンドによる変化にどのよ
うに対応し、相互学習プロセスを発展させる良い実践ないし移転可能な戦略の
確認が可能かどうかという問題に取り組むことによって、将来的な完全雇用政
策の成功に向けて最も重要な要因を考察した。その成果として提唱したのが、
ライフコース全体における重大な出来事において、合法的な交渉および政治的
110
G. シュミットにおける移動的労働市場論の枠組み
に支援される多様な雇用の選択肢の組み合わせとして定義される、移動的労働
市場の制度化である。具体的には、労働市場の概念を直接的な雇用関係のもと
にある賃労働に限定せず、失業期間における職業訓練や求職活動、家族の責任
としての育児や介護、学校での教育や成人の継続的な職業教育・訓練、退職の
ソフトランディング化のような、それ自体は雇用労働ではない活動にまで拡大
される。それ故に、移動的労働市場の構成は、教育・訓練と仕事の間、仕事間、
労働市場と家庭の間、雇用と失業の間、仕事と退職・障碍の間という 5 つの
移動と、それらの移動に伴うリスクに対応する 5 つの橋からなる。
　移動的労働市場では、有給の雇用と生産的な非市場的活動の間の移動を双方
向での活性化によって、雇用の創出ならびに長期的な失業の減少、つまり、潜
在的雇用範囲の拡大が図られる。その実現に向けた戦略は、全ての区分の労働
者にとって、移動機会の組み合わせを提供する。
　移動的労働市場論は、インサイダーとアウトサイダーの間の断裂が壊れ、長
期失業が阻まれ、労働市場における職種的な分断ないし職業におけるジェン
ダー間の分離が減ずるならば、有給雇用と生産的な非市場活動の間の移動がよ
り開かれるという仮説に基づく。ただし、境界におけるしきい値の上昇は、排
除もしくは少なくとも十分には統合されない危険性を伴う。それ故に、どのよ
うな経済的および政治的条件が、就労可能性を改善し、不安定な雇用状態に向
かう下方スパイラルを阻止し、社会的統合の進展等の労働市場における移動を
支援するかについてみなければならない。
　ベヴァリッジよりも広い範囲で完全雇用を志向する移動的労働市場論では、
雇用、自己、移動という用語は、新たな意味を獲得する。雇用に関する伝統的
な定義は、人を雇用する行為、または人が定職ないし企業に雇用される状態で
ある。ここで想定される雇用関係の典型は、あらかじめ定められた出入口およ
び強固で柔軟性のない昇進の階段に基づく内部労働市場である。これに対して、
移動的労働市場論における雇用は、一時的な状態ないし長期的な就業能力に関
する現状と定義される。このとき、新たな雇用関係の基本形は、機会および専
門的技量次第で柔軟になる出入口、ならびに非連続的で柔軟な職務経験の蓄積
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経路に基づくネットワーク労働市場である。
　移動的労働市場論は、企業の縛りから個人が解放されること、および自己雇
用に関する新たな形態の始まりを予測する。自己雇用における自己とは、自立
した自己ではなく、相互に依存した自己を意味する。つまり、個人と他者との
関係によるアイデンティティは社会的統合から生じる。このとき、社会的統合
の範囲には、支払労働に加えて、誕生および死、教育および訓練、文化的活
動およびボランティア活動を含めた家事労働にも関係する多様で生産的な社会
ネットワークへの参加も含まれる。
　同様に、移動という言葉の意味も、単なる雇用形態間の移動から、準備、遭
遇、適応、安定そして新たな仕事もしくは職務に向けた新たな準備の段階を含
めた柔軟な雇用キャリアを意味する。
　これらの用語に新たな意味を与える移動的労働市場論は、積極的かつ協力的
な労働市場政策の概念に関して、より豊かで現実的なものを提供する。移動的
労働市場論の観点では、雇用に係わる柔軟性と保障性は相互促進的な関係にあ
る。柔軟性は、適切な保障性と釣り合う不確実性の問題だけでなく、ライフ
コースにわたる雇用保障の確保に係わる解決策の一部でもある。同様に、保障
性は、活動範囲を制限する問題だけでなく、激動する環境に対して創造的な調
整を確保するための解決策の一部でもある。また、柔軟性と保障性のバランス
は互いに影響するパートナー間の信頼によって決まり、信頼は安定した関係に
よって決まる。さらに、柔軟性と保障性のタイプは、ミクロレベル、メゾレベ
ル、マクロレベルで互いに補完されなければならない。例えば、寛大な所得保
障は、職保障のリスクを相殺し、外的数量的柔軟性と職保障の間のトレードオ
フを和らげる。産休そして育児休暇の形をとった公的な育児制度に関する選択
肢の保証は、男女双方の雇用保障を強め、効果的な労働供給を増大させる。そ
して、間接的な効果として、場合によっては賃金の柔軟性を増大させる。要す
るに、移動的労働市場では、柔軟性と保障性の双方を両立可能にすることおよ
び補完性を持たせることが主眼になる。このとき、柔軟性と保障性の間のさま
ざまな関係がトレードオフ、もしくは好循環ないし悪循環になるのかどうかは、
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固有の労働市場の設計もしくは雇用政策の措置によって決まる。
　移動的労働市場論において完全雇用に係わるリスクは、保障性に関する対象
の拡大によって対応が図られる。失業や老齢、疾病のような従来のリスクに加
えて、世界的に繰り広げられる競争や急速な技術変化に伴う人的資本の劣化や
低技能労働者の雇用危機、そして女性の労働市場参加に伴う仕事と家庭生活の
両立困難性にまで広げられる。また、移動に伴うリスクでは、所得能力が就労
可能性と同じ意味で用いられる。この点から、移動的労働市場論において、労
働市場における主要なリスクとして見出されるのは、景気循環に伴う大量失業
だけでなく、就労可能性の劣化という永続的なリスクである。
　まとめると、移動的労働市場論では、移転を通じた事後的な再配分よりも事
前に流動性を提供することが重要である。それ故に、リスク管理の目的は、リ
スクの最小化ではなく、異時点間、世代間そして地域間における新たな連帯の
提供によってリスクの受け入れを可能にすることである。換言すれば、移動的
労働市場論は、リスクの最小化ではなく、移動に伴うリスクを人々が引き受け
ることを促進するために移動リスクを事前に管理する仕組みを提案する。した
がって、移動のリスクに制度的に対応するには、労働市場政策と社会政策の新
しい連携が必要になる。
　雇用戦略の活性化に向けた労働市場改革、すなわち、柔軟性と保障性の多様
な補完的関係を作り出すために、2 つの方針が移動的労働市場論から提案され
る。1 つは、失業保険から、移動に伴うリスクをカバーできる雇用の管理基準
の決定である。もう 1 つは、労使の団体交渉による社会的リスクの管理基準
の決定である。これらの目標は、就労と福祉の連携の強化、すなわち、雇用保
障を前提とする福祉国家の再編という次元を超えて、それぞれのライフコース
で人々が必要に応じて労働市場を出入りできる自由、および人々の選択を生き
方の幅の拡大という意味で選択可能な自由の拡大である。
　ただし、移動的労働市場論には、さらに検討すべき課題もある。第 1 に、移
動的労働市場への移行および維持するためのコストである。第 2 の課題は、労
働市場から離れた人々が復帰する際に、技能水準がどの程度向上ないし陳腐化
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したのかについて判定する基準である。第 3 に、移動的労働市場に関して、シュ
ミット自身は「Transitional labour markets」と表記する。それにもかかわらず、
移動的労働市場に関する説明では、1 つの市場に基づくモデルのみにとどまっ
た。それ故に、市場間の関係をみなければならない点が、第 3 の課題である。
これらの課題を分析することによって、移動的労働市場の確立に適した規模お
よび地域に基づいた制度形態を今後の研究対象としたい。
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